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研究要旨 

【目的】わが国の健診において、過多月経や月経随伴症状、更年期症状といった女性特有の健康課題に

ついて、標準的な問診票への質問の追加やリーフレットでの症状確認票の配布など、早期発見、情報提

供できるような体制が確立され始めている。問診票に追加された質問、リーフレットの症状確認票が既

存の過多月経、月経随伴症状、更年期症状についての質問票の得点をどの程度反映しているかを明らか

にすることを目的とした。 

【方法】2025年 12月に、日本在住 18～69歳の有職女性 27,480名を対象として横断研究を行った。問

診における追加質問「女性特有の健康課題（月経困難症、月経前症候群、更年期障害など）で職場にお

いて困っていることがありますか。」、リーフレットに記載された 8項目の女性特有の健康課題に関す

る質問（例：月経時の吐き気や下痢、頭痛で仕事や家庭生活に影響がある）に対する"はい"、"いいえ"

の回答を取得した。過多月経、月経随伴症状、更年期症状の評価は、既存の症状質問票をもとに行っ

た。健診における追加質問とリーフレットに記載された質問との関係を記述し、各症状における既存の

症状質問票を基準とした感度・特異度を算出した。月経のある者 13,852名を対象に過多月経および月

経随伴症状を、40歳以上 16,652 名を対象に更年期症状を評価した。 

【結果】解析対象となった 24,441名のうち、5,271名（22%）が女性特有の健康課題により職場で困っ

ていると回答した。困っていると回答した 5,271名のうち 4,659名（88%）が、リーフレットに記載さ

れた８つの症状の少なくとも１つに該当した。リーフレットに記載された症状と既存の症状質問票との

関連について、過多月経（SAMANTA3点以上）では、リーフレット３項目のいずれかに該当する場合の感

度は 0.53、特異度は 0.93 であった。月経随伴症状では、リーフレット４項目のいずれかに該当する場

合の感度は 0.84、特異度は 0.64 であった。更年期症状（MRS中等度以上）については、リーフレット

項目の感度は 0.46、特異度は 0.90であった。 

【結論】健診に追加された質問項目において女性の健康課題で職場において困っていると回答した者の

多くが、リーフレットの症状確認票においていずれかの症状に該当していた。また、既存の症状質問票

を用いた症状の有無との関連が明らかとなった。これらの取り組みは、女性特有の健康課題により職場

で困難を抱える可能性の高い労働者を把握し、健診の場で受診勧奨を行う簡便な手段として有用である

可能性が示唆された。



A. 研究目的 

女性は生涯に渡り、様々な特有の健康課
題を経験し、それらは生理学的、心理社会
的なメカニズムを通して女性の心身に影響
を及ぼす。女性特有の健康課題として、月
経随伴症状や過多月経、更年期症状が知ら
れている。月経随伴症状は、月経周期に合
わせて定期的に生じる体調の変化であり、
症状を持つ者の割合は 47.8%とされる。1 子
宮内膜の脱落やホルモン分泌の影響で月経
前後の腹痛が生じるほか、精神神経症状と
してイライラなどが生じる。過多月経は 1

周期の経血量が 140ml 以上と定義され、そ
の有病率は 15-30%とされる。2  過多月経
を経験する女性では通常より生理用品の頻
回な交換を要し、衣服や椅子を汚すなどの
トラブルが生じる。過多月経は鉄欠乏を惹
起し、貧血による倦怠感に繋がる。貧血を
伴わない慢性的な鉄欠乏自体も、認知機能
の低下や倦怠感、精神状態への悪影響と関
連することが知られている。3 更年期症状
は閉経前後の各 5 年間を中心としたエスト
ロゲンなどの性ホルモンの分泌の乱れに伴
う種々の症状を指し、その有症率は 52-

63%とされる。4 更年期では、ホットフラ
ッシュや発汗といった自律神経症状が睡眠
障害や疲労に繋がり、抑うつを併発するこ
とが知られている。更年期症状は、明確な
開始点と終了点がないことから、長期にわ
たる体調不良と向き合いながら生活しなけ
ればいけない。5 女性特有の健康課題は、
生活の質にこのような重要な影響をもたら
すにも関わらず、医療機関を受診して実際
に治療を受けている割合は半数以下とさ
れ、十分な受療行動がとられておらず、支
援も十分ではない。6 7  

日本では働く女性が増加しており、その

支援が喫緊の課題となっている。2025 年
には 15-64 歳の女性のうち 75%が働いてお
り、労働人口の約 46%を女性が占めてい
る。その背景には少子高齢化に伴う労働力
の不足と共働き世帯の増加がある。2025

年は団塊の世代が後期高齢者である 75 歳
になることで生産年齢人口に対する従属人
口の比率が増加した。出生数は 2024 年に
68 万人と 2016 年の 98 万人と比べて約 30

万人減少した。生産年齢人口は約 6%低下
し、全体の約 60%程度となった。このよう
な背景もあり、女性労働者の活躍が経済活
動を維持する上で重要視されてきた。結果
として、15 歳以上 64 歳以下の女性のうち
58.1%が働き労働者全体の約 4.1 割であっ
た 2005 年から、20 年間で徐々に増加して
きた。すでに日本の労働市場の半数近くを
占める女性労働者の健康や就労継続を支援
することは、日本の労働力そのものに直接
影響を及ぼす。8 9 10 

女性特有の健康課題は、体調変化と労働
への影響を通じて、女性の労働市場への参
加を妨げる。過多月経は貧血や鉄欠乏によ
る精神神経症状に加え、出血量増加に伴う
不安や集中力低下を通して、月経随伴症状
は疼痛や精神神経症状を通して、それぞれ
プレゼンティーズムを生じさせる。これら
の労働への影響、鎮痛薬や生理用品の購入
に伴う経済的損失や負担の増加は、さらに
精神症状を悪化させ、負のスパイラルを生
む。更年期症状はホットフラッシュなどの
自律神経症状や睡眠障害、精神症状を通し
たプレゼンティーズム、抑うつに伴うアブ
センティーズムを引き起こす。これらの体
調不良は、パフォーマンスの低下や特定の
業務を引き受けられないなどを経て、しば
しば、昇進の諦め、短時間勤務への変更、



離職などの雇用劣化を引き起こす。11 12 5 

近年、ヨーロッパを中心に、女性の健康
課題を既存の健診に組み込む動きが活発化
しており、日本も例外ではない。例えば、
イギリスでは National Health 

Service(NHS)の定期健康診断に、フランス
では 40-45 歳女性を対象とした’私の予防
健康診断’において、更年期症状に関する
質問が追加された。13 14 日本でも 2026 年
から、一般健康診断の標準的な問診票に女
性特有の健康課題に係る質問を追加した。
この取り組みは、働く女性における女性特
有の健康課題の早期発見と対応、職場にお
ける対策の需要の把握を目的としている。
また、専門家の意見をもとに、女性特有の
健康課題の症状確認票が記載されたリーフ
レット例（リーフレット）を作成し公表し
た。健診医には、このリーフレットを参考
に、受診者への情報提供や受診勧奨を行う
ことが提案された。15 しかしながら、問診
に追加された女性特有の健康課題に係る質
問やリーフレットに記載された症状確認票
が、どの程度ターゲットとするそれぞれの
女性特有の健康課題を反映しているかにつ
いての検証はされていない。 

本研究では、新しく健診に組み込まれ
た、医師が健診で聴取する追加質問と、該
当者に配布するリーフレットに記載された
症状確認票の項目、および既存の症状質問
票との関連について明らかにする。 

 

B. 研究方法 

2025 年 12 月 19 日から 28 日にかけて 18

歳以上 69 歳以下の日本在住の女性有職者
を対象にウェブサイトで匿名の自己回答式
の質問調査で集めたデータを元に横断研究
を実施した。データの収集は日本の調査会

社に委託した。委託会社のモニター登録者
のうち、調査の案内は詳細な情報を登録し
ているパネル全員に対して、会社のホーム
ページ上および E-mail での案内で掲示さ
れた。一部地域、年齢層については追加で
一般パネルの募集を行った。同社施行の調
査において詳細な情報を登録しているパネ
ルと一般パネルの間に偏りがないことが示
されている。参加者は調査回答の見返りと
して同社のサービスで使用可能なポイント
が付与された。また、地域、性別における
偏りをおさえるために、年代（18-29 歳、
30-39 歳、40-49 歳、50-59 歳、60-69 歳）
と居住地域（北海道、東北、関東、中部、
近畿、中国・四国、九州・沖縄）ごとに上
限を設定し、可能な限り同数になるように
サンプリングした。 

組み入れ基準は、次の 4 つである。1. 

女性、2. 18 歳以上 69 歳以下、3. 国内在
住、4. 労働者。上記に基づき、ネット調
査の本回答前にスクリーニング質問を設定
した。スクリーニング質問は、性別（男
性、女性、回答しない）、年齢、居住地域
（47 都道府県、国外）、仕事内容の 4 つ
を聴取し、組み入れ基準を満たした者を本
回答に進めた。35,753 人が同意画面を表
示し、29,458 人が同意・回答の意思を示
し、その後のスクリーニングの結果、
27,480 人が本回答へと至った。最後に
「確認する」を送信することで回答を登録
できた。 

除外基準を以下の通りとした。回答を入
力した 27,480 人のうち、回答時間の長さ
が下位 5%であった者（350 秒未満）
（n=1,382）、身長・体重が通常想定しう
る範囲を超えている者 （身長 250cm、体
重 220kg：n =3）、婚姻・パートナーの有



無を聞いた複数の質問間で矛盾があった者
（n = 197）、注意チェック用の質問で誤
回答した者（n=1,622）を不適切回答と
し、複数該当する者もいたため最終的に
24,441 人を全体解析に使用した。 

本研究は産業医科大学倫理委員会の承認
を得ている（承認番号: ER25-065）。ま
た、参加者に回答前に説明文を提示し、明
示的な同意を表明した者のみスクリーニン
グ質問に進む方式とすることで、電子的に
同意を取得した。インターネット調査の評
価のための CHERRIES guideline と観察研
究の報告のため STROBE 声明のチェックリ
ストに沿った。16 

質問票では、婚姻状況や学歴、収入など
の社会経済的背景、事業規模や作業内容、
業務時間といった労働関連要因、運動や睡
眠時間、飲酒、喫煙などの生活要因ならび
に心身の健康に関する要因を聴取した。過
多月経や月経随伴症状、更年期症状に関す
る既存の症状質問票と、産婦人科医により
評価された健診医追加質問、リーフレット
の症状確認票をそれぞれ聴取した。過多月
経や月経随伴症状に関する質問は、月経状
況を確認する質問で、「25～38 日の月経
周期で規則的に月経がある」「1.にあては
まらないが、月経がある（月経不順、月経
周期が長い・短いなど）」「閉経した（最
後の月経から 1 年以上期間があいた）」
「妊娠・授乳中である」「手術・化学療法
によって月経がない」「上記のいずれにも
あてはまらないが、1 年以上月経がない
（月経経験なしを含む）」のうち、月経が
あると答えた人を対象に聴取した。 

医師が問診で聴取するとされた質問をも
とに、「女性特有の健康課題（月経困難
症、月経前症候群、更年期障害など）で職

場において困っていることがあります
か。」（健診医追加質問）に対する回答を
「はい」「いいえ」の 2 択で取得した。 

リーフレットに記載された質問をもと
に、以下の 8 つの質問を聴取した。想定す
る健康課題は過多月経、月経困難症、更年
期障害の３つである。過多月経では「経血
量が多い日が 2 日を超えて続くことがあ
る」「短い間隔で生理用品を交換しても経
血が流れ出ることがある」「夜用の生理用
品を使用しても 1～2 時間ごとの交換が必
要である」の 3 つの項目を聴取した。月経
随伴症状では「毎回の月経時に痛み止めが
必要である、または痛み止めを使用する回
数が増えた」「月経時の吐き気や下痢、頭
痛で仕事や家庭生活に影響がある」「月経
のたびに 1 日以上仕事を休む」「月経前に
いらいらや不安、気分の落ち込みがあり、
仕事や家庭生活に十分に取り組めない」の
4 つを聴取した。更年期障害は「月経の状
態が若い頃と変わったことに伴い、突然の
体のほてり、のぼせ（ホットフラッシ
ュ）、 あるいは寝つきが悪いことや眠り
が浅いことで仕事や家庭生活に影響があ
る」を聴取した。それぞれの質問に対する
回答を「はい」「いいえ」の 2 択で取得し
た。 

健診医追加質問の判別精度の検討のた
め、過多月経、月経随伴症状、更年期症状
のうち少なくとも 1 つ以上が症状質問票に
おける一定の症状があることを、女性特有
の健康課題に関する症状を持つ状態と定義
した。実際の確定診断には臨床医の診察を
要するため、これらはあくまで症状評価の
ための暫定的な指標として用いた。 

過多月経、月経随伴症状、更年期症状の
評価のために、以下の症状質問票を用い



た。過多月経には、SAMANTA 

Questionnaire17 を使用した。SAMANTA 

Questionnaire は感度 86.7%, 特異度 

89.5%で過多月経を識別可能である。6 項
目の 1,3 番目を 3 点で重み付けして、0-10

点で評価し 3 点以上を「過多月経あり」と
定義した。18  

月経随伴症状の評価には、独自の質問票
を使用した。研究班内で議論を経て作成し
た６つの症状カテゴリに関する質問を作成
した 19 20。「月経前または月経に関連し
て、次のような症状がありますか。症状に
対して薬などの対処をしている人は、対処
をしている状態での症状の程度を答えてく
ださい。」という質問について、下記 6 つ
の項目を設定した。「下腹部、頭、肩など
の体の痛み」「集中力、判断力、注意力、
記憶力などの低下」「仕事の能率の低下や
根気がなくなる」「めまい、冷や汗、吐き
気、顔のほてり」「体重増加、肌荒れ、乳
房の張り、手足のむくみ等」「イライラす
る、憂うつになる、気分が不安定になるな
ど、感情や気分に関すること」。5 段階で
選択肢を「ない」「少しある」「ある」
「かなりある」「とてもひどい」と設定
し、各 0-4 点として 6 項目の合計点(0-24

点で評価)を算出した。この月経随伴症状
の質問票には確立したカットオフが存在し
ない。このため、一定程度以上の何らかの
月経随伴症状の存在を把握する目的で、6

項目の少なくとも 1 項目で「かなりある」
または「とてもひどい」と回答した者を
「月経随伴症状あり」と定義した。 

更年期症状は、Menopause Rating 

Scale(MRS) 日本語版を聴取した。MRS は
身体症状、心理症状、泌尿器生殖症状の３
領域、計 11 項目で構成される。各項目を

0-4 点で評価し、合計点を 0-44 点で算出
した。9 点以上を中等度以上、17 点以上を
重度と定義した。21  

年齢は、18 歳以上 69 歳以下の 1 歳区切
りで聴取し、10 歳区切りで分類した（18-

29 歳、30-39 歳、40-49 歳、50-69 歳）。
地方は 47 都道府県を聴取し 8 地方に分類
した（北海道、東北、関東、中部、東海、
近畿、中国・四国、九州・沖縄）。婚姻状
況（「未婚（過去に結婚したことがな
い）」「現在、結婚している（事実婚・内
縁も含む）」「離婚、死別」）、主な職種
（主にデスクワーク、主に人と話す、主に
作業）、企業規模（１人、2-4 人、5-9

人、10-29 人、30-49 人、50-99 人、100-

499 人、500-999 人、1000-9999 人、1 万人
以上）、最終学歴（高校以下、専門学校、
短大・高専、大学・大学院・その他）、喫
煙（喫煙者、非喫煙者、過去喫煙者）、飲
酒（飲酒は全く飲まない、月 1-3 回以下、
週 1-2 回、週 3-4 回、週 5-6 回以上）業務
日数（週 1 日～7 日）、1 日あたりの平均
業務時間（4 時間未満、5 時間、6 時間、7

時間、8 時間、9 時間、10 時間、11 時間、
12 時間以上）を聴取した。収入は、世帯
収入と家族構成をもとに等価世帯収入を算
出し四分位で分類した。 

過多月経、月経随伴症状は月経があると
答えた者(n=13,852)を対象とし、更年期症
状は 40 歳以上（n=16,652)を解析対象とし
た。ウェブ上の回答システムを使用した調
査であり、全ての質問への回答が必須とな
っていたため欠損値は存在しなかった。 

 

統計解析 

健診医追加質問への回答別に、リーフレ
ットに記載された８項目のそれぞれの症状



への該当割合を記述した。 

次にリーフレットに記載された 8 項目の
それぞれについて、質問を Index test、
質問が想定する健康課題に対応する既存の
症状質問票を用いた「症状あり」
（SAMANTA 3 点以上、月経随伴症状の質問
項目のいずれか 1 つ以上に「かなりある」
もしくは「とてもひどい」と答えている、
MRS 中等度、重症）を参照基準として感
度、特異度、陽性反応的中度、陰性反応的
中度、陽性尤度比（LR+）、陰性尤度比
（LR-）を算出した。  

統計解析、データの処理には Stata 

(Stata Statistical Software: Release 

17.0; StataCorp LLC, TX)と R language 

(R version 4.5.2   [2025-10-31])を用い
た。 

 
C.  結果 

表 1 に解析対象者の特徴を示す。最終的
な解析対象者は 24,441 名であり、そのう
ち 5,271 名（22％）が女性特有の健康課題
（月経困難症、月経前症候群、更年期障害
など）で職場において困っていると回答し
た。年齢が高くなるにつれていいえと答え
る割合が増加傾向であった。職業では、デ
スクワークと接客業、作業で「はい」「い
いえ」の数に大きな差は見られなかった。 

表 2 に健診医追加質問の回答別の、リー
フレットに記載された８項目の症状への回
答分布を示す。健診医追加質問に「はい」
と回答した 5,271 名の内、4,659 名(88%)

が、リーフレットの 8 項目の少なくとも 1

つに「はい」と回答した。健診医追加質問
に「はい」と回答した者の中で最も高率に
該当したのは、「月経前にいらいらや不
安、気分の落ち込みがあり、仕事や家庭生

活に十分に取り組めない」で、75%が「は
い」と回答した。40 代以上に限定した更
年期症状への回答では、健診医追加質問に
「はい」と回答した 2,998 名のうち 63%が
該当した。 

表 3-5 に過多月経、月経随伴症状、更年
期症状に関するリーフレットの症状確認票
と、参照基準としての各健康課題の既存質
問を用いた症状ありに対する感度・特異
度、陽性反応的中度、陰性反応的中度、
LR+、LR-を示す。 

月経のある 13,852 名のうち過多月経の
該当者は 6,940 名（50%）であった。リー
フレットに記載された過多月経に関する 3

項目は、特異度 0.95-0.99 であり、特異度
はほとんど変わらなかった一方で、感度は
0.43、0.29、0.15 と差がみられた。3 項目
のうちいずれか一つに「はい」と答えた場
合、感度は 0.53、特異度は 0.93 であった
(表 3)。 

月経のある 13,852 名のうち月経随伴症
状の該当者は 5,970 名（43%）であった。
リーフレットに記載された 4 項目は、各質
問ごとに「はい」と答えている人数が異な
った。例えば、「月経のたびに 1 日以上仕
事を休む」では、13,852 名のうち「は
い」と答えた人が 490 名（2%）であり、そ
のうち月経随伴症状の該当者は 378 名
（77%）であった。感度は 0.06、特異度は
0.99 であり他の 3 つの質問の感度 0.48-

0.70、特異度 0.76-0.88 と大きく異なっ
た。4 項目のうちいずれか一つに「はい」
と答えた場合、感度は 0.84、特異度は
0.64 であった(表 4)。 

更年期症状について、40 歳以上の対象
者は 16,652 名であり、そのうち中等度以
上の更年期症状を有する者が 6,239 名 



(37%)、重度の更年期症状を有する者が
1,859 名 (11%)であった。中等度以上に対
する感度・特異度は、0.46、0.90 であ
り、重度に対する感度・特異度は 0.63、
0.82 であった。重度を指標とした場合に
は感度がやや上昇し、特異度が低下した
(表 5)。 

 

D. 考察 

本研究課題では、2026 年度に日本の健
康診断の標準的な問診票に新しく追加され
た質問、リーフレットに記載された症状確
認票と、女性特有の健康課題として代表的
な過多月経、月経随伴症状、更年期症状に
関する既存の症状質問票との関連について
分析した。本研究では、実際の健診におい
て導入される前に 2 万人を超える女性労働
者の回答を用いて、インターネット上で試
験的に再現した。その健康課題についての
健診医追加質問、リーフレットの症状確認
票の回答別に、既知のカットオフに基づく
判別精度を検討した。 

今回健診に追加される質問に「はい」と
回答した者では、リーフレットに記載され
た女性特有の健康課題への質問に「はい」
と回答する者が多く、約 9 割を捕捉してい
た。一方で、健診に追加される質問に「い
いえ」と回答した者であっても、リーフレ
ットに記載された女性特有の健康課題への
質問に「はい」と回答する者がみられた。
これは、健診医追加質問に「はい」と答え
た人は、これらの健康課題を有する可能性
が高いことを示している。一方で、「いい
え」と答えたからといってこれらの健康課
題がないことを意味するわけではない。今
回の健診医追加質問では、労働安全衛生法
に基づく健診の枠組みを踏まえ、単に症状

があり受診が望ましいというだけでなく、
例えば健康課題による欠勤（アブセンティ
ーズム）や雇用劣化への不安など、職場で
の困難を経験している労働者の発見を意図
している。常勤の産業保健職がいない多く
の中小企業では、職場での困難を経験して
いない人にまで一律に対応することは困難
であり、そのような労働という観点から困
難度合いが高い人を抽出することで課題の
抽出や対応の方針決定を行いやすくなる。
一方で、この質問では、職場において困っ
ていないものの症状を有する者は、充分に
検出できない点には留意が必要である。 

リーフレットを用いた受診勧奨は、女性
の健康課題を抱える労働者の受療プロセス
において重要な役割を果たす。健診医の追
加質問（女性特有の健康課題で職場におい
て困っている）に「はい」と回答した者
は、リーフレットの症状確認票をもとに特
定の健康課題に関する情報提供を受ける。
したがってリーフレットの症状確認票は、
健診医追加質問よりも、特定の健康課題に
対するスクリーニングとしての意味合いが
大きくなる。過多月経では、3 つの質問の
いずれかに「はい」と答えた場合の感度は
0.53、特異度は 0.93 であり、感度は高く
なかった。月経随伴症状では、4 つの質問
いずれかに「はい」と答えた場合の感度は
0.84、特異度は 0.64 であり、何らかの症
状のある者のスクリーニングに有効である
可能性が示唆された。一方、特異度に関し
ては、リーフレットの質問には鎮痛薬使用
の項目が含まれており、毎回の月経時に鎮
痛薬を内服している場合、陽性となる。今
回参照群として使用した月経随伴症状の質
問票は鎮痛薬内服下での疼痛症状の程度を
聴取したため、偽陽性が一定数生じたこと



が想定される。月経随伴症状の特定方法は
今後の検討課題である。更年期症状では、
中等度以上に対して感度 0.46、特異度
0.90、重度に対して感度 0.63、特異度
0.82 と、感度は限定的な結果に留まっ
た。これらの結果は、リーフレットの症状
確認票は、簡便な方法による女性特有の健
康課題の特定の一助となる可能性がある
が、既存の詳細な症状質問票に対する精度
は限定的であることを示唆している。 

過多月経による衣服や設備を汚すなどの
トラブル、離席での集中力低下、出血への
予期不安、貧血によるパフォーマンス低下
が職場での困難として想定された。リーフ
レットでは過多月経に関する過去の知見や
臨床医の経験に基づき項目が定められてお
り、月経の持続日数や衛生用品の交換頻度
が指標とされている。今回の結果はこのリ
ーフレットによる情報提供が、過多月経の
早期発見と治療に役立つ可能性を示唆して
いる。過多月経の原因となる器質的疾患と
して子宮筋腫が知られており、子宮筋腫が
存在すると約３割が中等度から重度の症状
を呈し、治療によって過多月経の症状の改
善を通して QOL を向上させることが知られ
ている。22 レボノルゲストレル放出子宮内
システムでは月経血量を最大 90%減少さ
せ、QOL を改善する。23 24 この質問におい
て想定される対象者には未閉経の比較的若
年の女性が多く、早期発見と受診、治療に
よって得られる利益が長期間期待できる。 

月経前・月経中の精神症状により普段通
りのパフォーマンスを発揮できない、疼痛
による気分不良や持続的な疼痛に服薬をし
続けて勤務する状況などが職場での困難と
して想定された。これらの症状の原因の１
つには子宮内膜症などの器質的疾患が存在

する場合がある。必要な治療がされていな
い場合には、NSAIDs など市販の鎮痛薬に
よる対処のみでは改善が乏しい場合がある
ことが知られており、医療機関の受診を通
じた器質的疾患の適切な診断と治療が重要
である。25 また、低用量ピルや黄体ホルモ
ン製剤の使用によっても、疼痛緩和を通じ
て QOL を向上させることができる。過多月
経と同様に比較的若年の女性が多く、早期
発見と受診の必要性および利益は同様に高
いと考えられる。26 27 28 

更年期症状に関連する職場での困難の例
として、ほてりや動悸などの血管運動神経
症状により仕事の集中力が低下したり、体
温調整が難しくなり業務中に暑さや寒さに
よる不快感が生じたりする、不眠や抑うつ
症状などの精神症状が出現し、仕事でパフ
ォーマンスを十分に発揮できない等の状況
が想定される。更年期症状はうつ病や甲状
腺機能異常と十分に鑑別した上で、日本で
は当帰芍薬散、加味逍遙散、桂枝茯苓丸の
3 つの漢方薬を中心に処方されるほか、ホ
ルモン補充療法、生活指導や心理療法、傾
聴などの支持的支援が行われることが多
い。これにより症状の緩和や QOL 向上が期
待される。5 26 

女性特有の健康課題の設問を活用するこ
とで女性労働者の健康課題の早期発見、支
援の拡充を行える可能性がある。健診を活
用した女性労働者特有の健康課題に係る困
難の解消には、２つの方法がある。１つ目
は、困難を抱える労働者の早期発見と支援
である。従来の一般健康診断は、疾病の早
期発見と労働者の就業上の措置の検討のた
めに実施され、特に近年は脳心血管疾患や
生活習慣病に重点が置かれてきた。一方
で、炎症性腸疾患や睡眠時無呼吸症候群、



片頭痛、女性の健康課題など健康診断の主
な対象とされてこなかった疾患や体調は早
期に発見する手段が限られており、自覚症
状の記載、健診の場で健診医に症状を相談
する、欠勤等の勤怠情報、本人や同僚、上
司からの相談をきっかけとした産業保健職
からの受診支援しかなかった。健診に女性
の健康課題の設問を設定することで、職域
で困難を抱える労働者に対して健診医が受
診支援を含めた助言がしやすくなり、早期
発見と治療による改善が期待できる。2 つ
目は、集計結果を確認することで、女性特
有の健康課題に対する施策を講じられる点
である。例えば、制服の自由さや色・素材
への配慮は、過多月経に伴う制服を汚す不
安や更年期症状としてのほてりなどへの対
応となりうる。女性専用の更衣室や休憩場
所があれば制服の着替えにも配慮しやす
い。トイレが近くにあれば生理用品の交換
への障壁を減らすことができる。生理用品
が社内で入手できれば、急な月経にも対応
しやすくなる。企業の意思決定者が女性の
健康課題に関する困難や支援への需要を把
握することは、企業の施策を通じて、女性
特有の健康課題へ対応した職場環境整備へ
と繋げることが期待される。今回の健診問
診への質問の追加は業務上の困難を有する
者を把握することに重点が置かれているこ
とから、この質問追加のみで女性の健康課
題への対応が完結するわけではなく、症状
や困難の程度が高くない者も含めた全ての
女性労働者に対する包括的な女性支援も同
様に重要である。 

健診に問診を追加することは、既存の健
診における３つの障壁を軽減できる可能性
がある。第１に健診の場では短時間で診察
が行われることが多く、充分な問診を行う

ことができない。第２に健診は医療機関で
の診療と異なり、その場限りの単回の診察
にとどまる。第３に、健診診察医の多くは
産婦人科医や女性医学の専門家ではなく、
女性の健康に関する問診や診察に慣れてい
ない。このような状況で標準化された情報
収集を行うために、今回追加された単一の
質問を活用することは合理的である。さら
に、追加質問に「はい」と答えた場合に
は、リーフレットで詳細な症状を確認して
もらうことで、より特異的に疾患を想定す
ることができ、受診勧奨に効果的である可
能性がある。従来、女性の健康に関して受
診者から相談を受けた際の対応は、各健診
診察医の知識や経験によって差が生じてい
たが、今後はリーフレットを活用すること
で、一定の質の担保が期待できる。 

本研究にはいくつかの限界がある。第１
に本研究の対象者はインターネット調査で
回答に同意したパネルモニターであり、日
本の労働者集団を代表していない。このた
め、ここで得られたそれぞれの健康課題の
有訴率や質問票の回答は日本の労働者集団
にそのまま適用できず、回答の聴取の場
は、今回想定している健診医による問診、
受診者の理解、リーフレット配布の実運用
と同一ではない。参加者は非参加者と比べ
て健康情報の活用や受療行動が異なってい
た可能性があり推定値は偏った可能性があ
る。第２に測定項目は自己回答式のインタ
ーネット調査に基づいており、想起バイア
スや社会的望ましさバイアスが生じた可能
性がある。さらに、確定診断には臨床医の
診察を要するため、本研究における各疾患
のカットオフ定義は、あくまで一定程度の
症状を有することを標的とした暫定的なも
のである。ただし、過多月経と更年期障害



では参照基準には広く用いられる指標を使
用しているのに加え、月経随伴症状のうち
重度の症状を訴える人を取るなど本研究の
趣旨に合う基準を使用した。また、臨床診
断においても更年期障害や過多月経や月経
随伴症状の評価は、自覚症状をもとにする
ことが一般的で、客観的評価の方法は確立
していない。 

 

E.  結論 
本研究では、日本において健康診断に新

しく追加された、健診医が聴取する質問項
目およびリーフレットで聴取する女性特有
の健康課題に関する質問について、既存の
症状質問票をもとにした症状の有無との関
連を明らかにした。これらの結果は、健診
に追加された質問及びリーフレットで聴取
する質問が、女性特有の健康課題における
健診の場を活用した受診勧奨のツールとし
て有用である可能性を示唆している。今後
は、実際の健康診断における運用やその後
の結果の活用方法、受診行動や就業支援、
職場環境整備への影響について更なる検討
や検証が必要となるだろう。 
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